









































































































































































































































































































































































































河川名 松江堀川 真締川 柳井川
水系名 １級（斐伊川水系） ２級 ２級
延長 ７.５km ７.３km ５.８km
流域面積 ３７.３km２ ２０.３８km２ ２０.２km２
整備区間 ２.４km １.８km ０.７２km






























































公示地価 基準地価 路線価 公示地価 基準地価 路線価
１ １６４.０ 　 １４５.０ ０.８８ ９０.９ 　 ７９.０ ０.８７
２ ８７.９ 　 ７９.０ ０.９０ ５７.３ 　 ４６.０ ０.８０
３ １１０.０ 　 ９３.０ ０.８５ ５５.０ 　 ４７.０ ０.８５
４ １１４.０ 　 ９６.０ ０.８４ ４９.２ 　 ４０.０ ０.８１
５ 　 ５８.０ ４８.０ ０.８３ 　 ６９.２ ５９.０ ０.８５
６ 　 ６９.５ ５８.０ ０.８３ 　 ６１.２ ５１.０ ０.８３
７ 　 １５５.０ １３０.０ ０.８４ 　 ４１.５ ３４.０ ０.８２
８ 　 ６５.０ ５９.０ ０.９１ 　 ２８.５ ２３.０ ０.８１
９ 　 ８５.０ ７１.０ ０.８４ 　 ２８.２ ２２.０ ０.７８
１０ 　 １２５.０ １２０.０ ０.９６ 　 ４３.０ ３３.０ ０.７７
１１ 　 ９８.６ ７７.０ ０.７８ 　 １７.１ １３.０ ０.７６
１２ 　 ３８.８ ３２.０ ０.８２ 　 ８６.０ ７４.０ ０.８６


















地　区 路線価 ÷０.８ 販売価格 比　率
西 中 町 商 業 ５.３ ６.６ ７.９ ０.８
北琴芝町 住 宅 ４.７ ５.９ ５.１ １.２
錦 町 商 業 ６.３ ７.９ ７.０ １.１
平成２１年
明 治 町 商 業 ３７.０ ４６.３ ４３.４ １.１
西 梶 返 住 宅 ５１.０ ６３.８ １２３.３ ０.５
常 藤 町 住 宅 ３２.０ ４０.０ ４５.３ ０.９
錦 町 商 業 ５３.０ ６６.３ ５３.４ １.２
鵜の島町 商 業 ３６.０ ４５.０ ５６.８ ０.８














































名前 単位 符号 想定する推計結果
地価 千円／m２ 被説明変数（相続税路線価÷０.８）
定数項 切片である。何も条件がないときの基本地価となる。
駅からの距離 km 負 距離が大きくなる程地価が下がる
容積率 ％ 正 大きいほど地価が上がる
前面道路幅 m 正 広いほど地価が上がる
区画整理 ダミー 正 区画整理後、地価が上がる
浸水履歴 ダミー 負 洪水（平成１１年）浸水被害地域は地価が下がる
河川までの距離 km 負 距離が大きくなる程地価が下がる



























容積率 －０.２８ －０.４２ １.００
前面道路幅 ０.０５ ０.０２ ０.３０ １.００
区画整理 ０.２３ ０.４１ －０.４８ ０.１１ １.００
河川までの距離 －０.１９ －０.３９ －０.１２ －０.１５ －０.１０ １.００





容積率 －０.２８ －０.４８ １.００
前面道路幅 ０.０３ ０.０６ ０.１２ １.００
区画整理 ０.１６ ０.１５ －０.６６ ０.０４ １.００
河川までの距離 －０.２７ －０.３０ －０.０７ －０.１０ ０.００ １.００





























平成１６年 平成２１年 差額 （％）
平均値 ９２.５ ５６.６ ３５.９ ３８.８％
最大値 ２３１.３ １２４.８ １０６.４ ４６.０％
最小値 ４２.５ ３０.９ １１.６ ２７.３％
中央値 ８２.５ ４９.９ ３２.６ ３９.５％









従属変数（地価） 基準 平成１６年 平成２１年
自由度修正済決定係数 １に近いほど良 ０.７３ ０.６２ 
F値 １.９２以上 ７６.１４ ４９.０２ 
t値有意水準 １.６５以上
各変数の推計結果 単位 係数 t値 係数 t値
定数 ５２,３９９ ４.３１ ５３,０１２ ３１.３８
駅からの距離 km －２０,０１５ －３.４４ －１１,９４０ －４.１０
容積率 ％ １０７ ５.２４ ２７ ２.４３
前面道路幅 m ２,１１５ １６.７７ １,１００ １５.５０
区画整理 ダミー ２１,０５７ ３.９３ １２,０８２ ５.５７
浸水履歴 ダミー －８,８５９ －３.０８ －５１５ ０.１６
河川までの距離 km －１０１ －０.０２ －７,４５６ －２.１７






単位 符号 平成１６年 平成２１年 推移 率 増減
定数 ５２,３９９ ５３,０１２ ６１３ １.２％
減
駅からの距離 km － －２０,０１５ －１１,９４０ ８,０７５ ４０.３％
容積率 ％ + １０７ ２７ －８０ ７４.８％
前面道路幅 m + ２,１１５ １,１００ －１,０１５ ４８.０％
区画整理 ダミー + ２１,０５７ １２,０８２ －８,９７５ ４２.６％
浸水履歴 ダミー － －８,８５９ －５１５ ８,３４４ ９４.２％
河川までの距離 km － －１０１ －７,４５６ －７,３５５ ７２８２.２％
増

































































　６）The United Nations, world information, “Population living in urban areas” http://data.un.org/Data.
aspx?q=Population+living+in+urban+areas&d=WHO&f=MEASURE_CODE%３aWHS９_９６より抽出（平
成２３年（２０１１）年９月７日最終確認）。
　７）土屋光圀（１９９９）『都市河川の総合親水計画』信山社サイテック、p.２４の表を参照して作成。
　８）民主党「民主党の政権政策Manifesto２００９」http://www.dpj.or.jp/downroad３２５.pdf （平成２３年（２０１１）
島根県立大学『総合政策論叢』第２２号（２０１２年２月）
－ 54 －
年８月２２日最終確認）。
　９）内閣府統計局「日本統計年鑑 第５章　財政 B主要経費別歳出予算額（平成２～２３年度）」http://
www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y０５０４b.xls、からダウンロードして加工（平成２３年（２０１１）年８
月２２日最終確認）。
　１０）宇沢弘文（１９９４）『社会的共通資本─コモンズと都市─』東京大学出版会。
　１１）篠原三代平、佐藤隆三（編）（１９９１）『サミュエルソン経済学体系７　厚生および公共経済学』
勁草書房、p.１７３の議論を参照した。
　１２）マスグレイブ（著）大阪大学財政研究会、木下和夫（訳）（１９８３）『財政学─理論・制度・政治
（１）』有斐閣、第３章「社会財の理論」p.６４。
　１３）貝山道博（１９８３）『社会資本整備評価の理論』社会評論社、などを参照した。
　１４）ここでは水利権に関しては触れず、自然としての河川の利用について議論を進める。
　１５）藤田壮、盛岡通（１９９５）「ヘドニック法を用いた公園緑地の環境価値」『土木学会環境システム
研究』Vol.２３、pp.６４－７２。
　１６）藤田壮、盛岡通（１９９７）「ヘドニック価格法による親水空間整備の社会的便益評価に関する実証
研究」『土木学会論文集』No５７３、pp.２７－３７。
　１７）平松登志樹、肥田野登（１９８９）「河川環境改善効果の計測手法の比較分析」『土木学会土木計画
学研究論文集』No７、pp.１０７－１１４。
　１８）高木朗義、武藤慎一、太田奈智代（２００１）「応用都市経済モデルを用いた治水対策の経済評価」
『河川技術論文集』第７巻、pp.４２３－４２８。
　１９）矢澤則彦、金本良嗣（２０００）「ヘドニックアプローチによる住環境評価　GISの活用と推定値の
信頼性」『住宅土地経済』３６巻、pp.１０－１９。
　２０）北村行伸（２００６）「パネルデータの意義とその活用：なぜパネルデータが必要になったのか」『日
本労働研究雑誌』４８巻６号、pp.６－１６。
　２１）リバーフロント整備センター（１９９５）『ふるさとの川をつくり育てる』大成出版社。
　２２）肥田野登（１９９７）『環境と社会資本の経済評価』日本評論社、p.７。
　２３）平成１６年（２００４）と平成２１年（２００９）の地価調査基準地点は対応していない。
　２４）平成１６年（２００４）と比較して平成２１年（２００９）はネット上で不動産情報が入手しやすくなり比
較可能な地点がやや増えている。
　２５）国税庁「財産評価基準書平成２１年分、山口県宇部市路線価図」http://www.rosenka.nta.go.jp/main_h
２１/hirosima/yamaguti/prices/h５１３０１fr.htm（平成２３（２０１１）年５月の作業開始時に最終確認）。
　　　なお平成１６年分については、国税庁が過去３年分しか閲覧可能にしておらず、当時ダウンロー
ドした路線価図を利用して作業を行った。このため現在の入手先アドレスを表示できない。
　２６）肥田野登（１９９７）『環境と社会資本の経済評価』日本評論社、p.９２。
　２７）岡崎ゆう子、松浦克己（２０００）「社会資本投資，環境要因と地価関数のヘドニックアプローチ：
横浜市におけるパネル分析」『会計検査研究第２２号』、pp.４７－６２
　２８）内閣府統計局「日本の統計３－１　国内総生産（支出側）」http://www.stat.go.jp/data/nihon/zuhyou/
０３syo/n０３００１００.xls のうち国内総生産の名目値目よりデフレータを算出（平成２３（２０１１）年９月
１２日最終確認）
　２９）宇部土木事務所（２００２）「真締川工事実施基本計画」、より浸水区域を転記した。
　３０）内閣府統計局「日本の長期統計系列　第１５章　不動産・土地　１５－１９圏域，用途地域別地価変動
率（昭和５２年～平成１６年）」http://www.stat.go.jp/data/chouki/zuhyou/１５-１９.xls
　　　および「日本の統計　第１７章　物価・地価１７－１２　圏域，用途別地価変動率」http://www.stat.
go.jp/data/nihon/zuhyou/１７syo/n１７０１２００.xlsから作成。
　　　山口県の地価データについては国土交通省「国土数値情報 都道府県地価調査データ」http://nlftp.
mlit.go.jp/ksj/jpgis/datalist/KsjTmplt-L０２-v１_１.html より山口県を選択して抽出、加工。（平成２３
（２０１１）年９月１２日最終確認）
河川環境価値のヘドニック法による計測
－ 55 －
　３１）内閣府統計局「第１７章　物価・地価１７－１２　圏域，用途別地価変動率」http://www.stat.go.jp/data/
chouki/zuhyou/１５-１９.xlsよりダウンロードして加工。（平成２３（２０１１）年９月１２日最終確認）
〔付記〕
本研究は平成２２年度島根県立大学学術教育研究特別助成金による研究成果の一部であ
る。データ整理などの作業では、島根県立大学総合政策学部生、吉田理紗さんの協力を得
て書き上げることができたことをここに感謝して記す。
キーワード：公共財　非排除性　親水河川整備　ヘドニック法　護岸勾配
　　　　　　パネル分析
（TERADA Tetsushi）
